
番号 書類 ※ 備考 チェック

1 指定申請書　(指定更新申請書） ○ 様式第１－３号

2 他の法律において既に指定を受けている事業所等について △
様式第１号別紙、介護保険等で事業所指定を
受けている場合のみ必要

3 付表 ○ 付表１

4 印鑑証明書 △ 変更がある場合のみ必要

5 定款又は寄付行為 △ 変更がある場合 （原本証明必要）

6 登記事項証明書（法人登記簿） ○

7 運営規程 ○

8 従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 ○
別紙２　※常勤換算には管理者と事務員の勤
務時間数を含めないこと（常勤換算は、小数点
第２位以下切り捨てとする）

9 組織体制図 ○ 指定様式は特になし

10 管理者の経歴書 ○ 参考様式３

11 サービス提供責任者の経歴書 ○ 参考様式３

12 従業者等の資格を証明するもの（写し） ○

13 従業者等の就業誓約書 (写し） ○
参考様式　※指定更新日以降も就業することの
誓約（雇用契約書の写しでも可）

14 実務経験が必要な者の実務経験証明書 

参考様式４
・初任者研修（ヘルパー２級）のサービス提供責
任者
・一般課程未修了の同行援護従業者
・行動援護のサービス提供責任者及び従業者
について必要

15 実務経験が必要な者の実務経験見込証明書 参考様式５

16 道路運送法上の許可証等 △
居宅介護の通院等乗降介助を実施し、運賃を
設定する有償運送の場合のみ必要

17 指定障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由等 △ 参考様式７

18
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律第３６条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書

○ 参考様式８

19 上記誓約書の別紙「役員等名簿」 ○ 参考様式９

20 サービス提供責任者研修等受講誓約書 △
参考様式１０　（行動援護の資格要件となる研
修未受講の場合）

21 従業者研修等受講誓約書 △
参考様式１１　（行動援護の資格要件となる研
修未受講の場合）

22 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 ○ 様式第５号その１・その２

23 介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表 ○ 様式

24
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書

△ 第1号様式　（未提出の場合）

25
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書
（届出事項の変更）

△
第3号様式　※24の届けに変更がある場合
（各名称、各所在地、代表者氏名、住所など）

※「○」は必須。「△」は該当する場合に必要

※ 24は、一度も提出をしていない場合提出

※ 25は、24の届けに変更がある場合提出

※ 申請をするときは、書類をこの番号順に重ねて提出してください。

△
(どちら

か）

障害福祉サービス事業の指定更新申請に係る提出書類一覧

（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護）


